
東京電力株式会社
労働環境改善

2014/12/25現在

23 30 7 14 21 28 4 11 上 中 下 前 後

１月 ２月 ３月

継続的な医療職の
確保と患者搬送の
迅速化

重傷災害撲滅、全
災害発生件数低減
対策の実施

2

長期健康管理の実
施

3

現
場
作
業

（実　績）
　・「敷地内線量低減にかかる実施方針」を踏まえた敷地南側エリアの全面
    　マスク着用省略化の検討
　・全面マスク着用省略エリア拡大に向けた連続ダストモニタの設置検討
　・免震重要棟前駐車場及び搬出入口周辺の一般作業服着用可能エリアに
　　設定。また、構内駐車場の一部を、一般作業服着用可能エリアから解除。
　　(12/1）

（予　定）
　・「敷地内線量低減にかかる実施方針」を踏まえた敷地南側エリアの全面
   　マスク着用省略化の検討（平成25～27年度）
　・全面マスク着用省略エリア拡大に向けた連続ダストモニタの設置検討
　　（平成26年度末設置予定）

※ダストフィルタ化：空気中よう素131濃度が全面マスク着用基準を下回
   ることを確認した上で、ダストフィルタを装着した全面マスクで作業でき
   るエリアを設定し、作業員の負荷軽減、作業性向上を図る。
※全面マスク着用省略化：空気中放射性物質濃度が全面マスク着用基準
　 を下回ることを確認した上で、全面マスクを着用省略できるエリアを設定
　 し、作業員の負荷軽減、作業性向上を図る。
※一般作業服化：シート養生を行い、定期的な汚染確認を行う車両に乗車
   する場合は、一般作業服で移動できるエリアを設定し、作業員の負荷軽
   減を図る。

防護装備の適正化
検討

検
討
・
設
計

（実　績）
 　・協力企業との情報共有
    　12/18安全推進協議会開催：災害事例等の再発防止対策の周知等
　 ・作業毎の安全施策の実施（ＴＢＭ－ＫＹ等）
　
 （予　定）
 　・12/25安全推進協議会の開催
 　・作業毎の安全施策の実施（継続実施）

11月 １２月

現
場
作
業

検
討
・
設
計

健
康
管
理

括
　
り

分
野
名

1

4

（実　績）
　・１Ｆ救急医療室のH27年３月末までの医師確保完了
　　（固定医師１名＋ﾛｰﾃｰｼｮﾝ支援医師）

（予　定）
　・１Ｆ救急医療室の恒常的な医師の確保に向けた調整

現
場
作
業

労働環境改善スケジュール

現
場
作
業

検
討
・
設
計

（実　績）
　・Ｈ２６年度対象者（協力企業作業員）への「がん検査」「甲状腺超音波
　　検査」案内に対する、対象者・医療機関等からの問い合わせ対応、及び
　　検査費用の精算手続き（継続）
　・Ｈ２６年度対象者（社員）への「白内障検査」案内、及び検査実施
　　（ＫＫ：11月に検査実施済、本店：12/2より検査実施中）
　・インフルエンザ・ノロウイルス感染予防・拡大防止対策（～H26年度末）
　　　インフルエンザ予防接種
　  　（10/29 ～ 来年1/30  １Ｆ新事務棟，近隣医療機関）（継続）

（予　定）
　・Ｈ２６年度対象者（社員）への「甲状腺超音波検査」案内
　　（本店・福島：１月以降予定）

検
討
・
設
計

これまで１ヶ月の動きと今後１ヶ月の予定 備　考
下

作業内容

(C)GeoEye / 日本スペースイメージング

入退域管理施設

　 全面（半面）マスク着用省略可能エリア※１

移動時・作業時にかかわらずサージカルマスク使用可能エリア

管理対象区域境界

※1 固体廃棄物貯蔵庫、キャスク保管建屋の建屋内は除く。
※2 共用プール建屋２，３階の一部エリアのみ。
※3 Ｊタンク設置エリアは汚染水を取り扱わないタンク建設作業時のみ。

エリアⅠ

連続ダストモニタ設置箇所（全面マスク着用省略可能エリアの監視用）

Ｊタンク設置エリア※３

シールド中央制御室

登録センター休憩所

免震重要棟

5・6号機サービス建屋

企業センター厚生棟

共用プール建屋※２

提供：日本スペースイメージング（株）、(C)DigitalGlobe

エリアⅡ及びⅢ

今後、設定予定の全面（半面）マスク着用省略可能エリア

正門

各医療拠点の体制検討

常勤医師の雇用に向けた関係者との調整

「敷地内線量低減にかかる実施方針」を踏まえたタンク群を含む敷地南側エリアの全面マスク着用省略化の検討

ダストフィルタ化

（実施済みエリア）H24.3.1：1～4号機及びその周辺建屋内を除く全域、H24.12.19：1～4号機及びその周辺建屋内

（実施済みエリア）H24.3.1：正門・免震重要棟前・５,６号サービス建屋前、H24.8.9：降車しない見学者、H25.6.30：入退域管理施設周辺、企業センター厚生棟周辺、
運転手用汚染測定小屋周辺、H25.8.5：研修棟休憩所周辺、H26.3.17：構内駐車場及び構内企業棟一部エリア（関電工企業棟周辺）、H26.12.1：免震重要棟前駐車場及び
搬出入口周辺の一般作業服着用可能エリアに設定。また、構内駐車場の一部を、一般作業服着用可能エリアから解除

（実施済みエリア）H23.11.8：正門・免震重要棟前・５,６号サービス建屋前、H24.6.1：企業センター厚生棟前、H24.8.9：車両汚染検査場・降車しない見学者、H24.11.19：入退域管理施
設建設地、H25.1.28：構内企業棟の一部エリア（東電環境企業棟周辺）、H25.4.8：多核種除去設備、キャスク仮保管設備、H25.4.15：構内企業棟の一部エリア（登録センター周辺）、

全面マスク着用省略化

一般作業服化

一般作業服着用可能エリア１F構内全面マスク着用省略可能エリア

全面マスク着用省略エリア拡大に向けた連続ダストモニタの設置検討

健康相談受付

対象者・医療機関等からの問い合わせ対応、及び検査費用の精算手続き

情報共有、安全施策の検討・評価

インフルエンザ予防接種 （１０/２９～来年１/３０）

社員・白内障検査及び甲状腺超音波検査

▼免震重要棟前駐車場及び搬出入口周辺

提供：日本スペースイメージング（株）、(C)DigitalGlobe

　　　　　各施設一覧

　①　入退域管理棟
　②　免震重要棟・事務本館
　③　５／６号サービス建屋
　④　企業センター厚生棟
　⑤　登録センター
　⑥　関電工企業棟
　⑦　企業センター研修棟
　⑧　運転手用測定小屋
　⑨　新事務棟
　⑩　新事務本館（予定）
⑪　大型休憩所（予定）

①

②

③

④⑤

⑥

⑦

⑧

　　　　：一般作業服着用可能エリア
　　　　：一般作業服バスの停留所
　　　　：一般作業服専用バスの運行ルート

　★一般作業服着用可能エリアでは，
　　　・入退域管理棟・免震重要棟・各休憩所間の移動（車両の乗り降り）
　　　・構内車両汚染検査場における車両と運転手用測定小屋の移動
　　　・食事・飲料水，生活ごみ等の運搬・搬出入【新規追加】
　　　・正門／入退域管理棟周辺における警備／パトロール等
　　    を一般作業服で行うことが可能。

⑨
⑩

⑪
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労働環境改善スケジュール

これまで１ヶ月の動きと今後１ヶ月の予定 備　考
下

作業内容

検
討
・
設
計

現
場
作
業

H26年度末
完了目標

H27年度末
完了目標

H26年度末
完了目標

労
働
環
境
改
善

要
員
管
理
、

労
務
環
境
改
善

現
場
作
業

検

討

・

設

計

検
討
・
設
計

7

8

6

9

10

現
場
作
業

（実　績）
　・設計

（予　定）
　・設計

新事務本館の建設

福島給食センター
の設置

（実　績）
　・外装工事他

（予　定）
　・外装工事他
　・内装工事・設備工事他

検

討

・

設

計

現
場
作
業

道路整備の実施

（実　績）
　・構内道路補修，整備箇所の検討・設計

（予　定）
　・①ふれあい交差点～五差路間の舗装工事（側溝・歩道整備含む）
　・②旧野鳥の森南側道路周辺の舗装工事（側溝・歩道整備含む）
　・③プロセス建屋周辺道路、④５．６号機周辺道路、⑤旧展望台周辺道路、
　　⑥Ｈ５，Ｈ６，Ｃエリア付近道路、⑦中央通りの舗装工事
　・4m盤周辺道路、Gエリア周辺道路については、フェイシング工事にて実施

労働環境・生活環
境・就労実態に関
する企業との取り
組み

（実　績）
　・内装工事・設備工事・外構工事他

（予　定）
　・内装工事・設備工事・外構工事・各種検査

（実　績）
　・労働環境・生活環境・就労実態に関する意見交換及び実態把握
　・意見交換及び実態把握に基づく解決策の検討・実施・結果のフィード
　　バック
　・作業員へのアンケートによる実態把握（実施中）
　・相談窓口への連絡（処遇・労働条件等）への対応

（予　定）
　・労働環境・生活環境・就労実態に関する意見交換及び実態把握
　　（継続的に実施）
　・意見交換及び実態把握に基づく解決策の検討・実施・結果のフィード
　　バック（継続的に実施）
　・作業員へのアンケートによる実態把握（実施中）
　・相談窓口への連絡（処遇・労働条件等）への対応

大型休憩所の設置

現
場
作
業

検
討
・
設
計

現
場
作
業

作業員の確保状況
と地元雇用率の実
態把握

（実　績）
　・作業員の確保状況と地元雇用率の実態把握（継続的に実施）
　・作業員の確保状況（11月実績／1月の予定）と地元雇用率（11月実績）
　  についての調査・集計

（予　定）
　・作業員の確保状況（12月実績／2月の予定）と地元雇用率（12月実績）
     についての調査・集計

5

検
討
・
設
計

作業員の確保状況と地元雇用率の実態把握

労働環境・生活環境に関する実態把握・解決策検討・実施

協力企業との意見交換会（労働環境）

▽ ▽▼協力企業との意見交換会（労働環境）11/28

作業員の確保状況集約
▽

▽協力企業との意見交換会（労働環境）12/25

▼作業員の確保状況調査依頼

作業員の確保状況集約
▼

▽作業員の確保状況調査依頼

作業員へのアンケート（第５回）

設計

▽作業員の確保状況調査依頼

公表（11/27）
▼

内装工事

外装工事他

内装工事・設備工事他

▽

道路補修整備の進捗

舗装工事②～⑦

準備工事

設備工事

外構工事

各種検査

舗装工事①

新規

Gエリア周辺工事

4m盤周辺工事
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福島第一原子力発電所における
 災害発生状況及び課題と重点活動について

平成２６年１２月２５日

東京電力株式会社

無断複製・転載禁止
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1１．災害発生状況（１／２）

今年度１１月迄に４０人（熱中症を除く）の作業災害が発生

昨年同月（１２人）比較で約３倍

休業を伴う災害の発生割合は昨年度と同様（２２％）

死亡：死亡
重傷：休業日数が１４日以上
軽傷Ⅱ：休業日数が４日～１３日
軽傷Ⅰ：休業日数が１～３日
不休

 

：災害当日のみ休務

年　度 死亡 重傷 軽傷Ⅱ 軽傷Ⅰ 休業災害
小　計 不休 総計

H25年度 1 3 1 0 23

H26年度11月まで 0 6 0 3 40

休業を伴う災害（休業災害）

18（78%）

31（78%）

5（22%）

9（22%）

福島第一 作業災害発生状況（熱中症を除く）
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【参考】

 
一般産業との比較（度数率：１００万延べ労働時間当たりの休業を伴う作業災害の発生度合い）

１．災害発生状況（２／２）～作業員数との比較～

作業員数と作業災害数

作業災害の増加は、Ｈ２５年度末から顕著

作業災害の発生率増加時期は、作業員数の増加時期と約２ヶ月遅れでの連動

を思わせる動きをしている

Ｈ２６年度１１月までを求めた度数率は、０．９０

 

（参考：Ｈ２５年度は０．５１）

 
（

 

４月～１１月までの休業を伴う作業災害：９人、延べ実労働時間は、作業員数が１日に８時間、１ヶ月に２２日間働くとして計算）

Ｈ２６年度末時点での見込みは、福島第一の度数率：０．５６ （休業災害が発生しない場合）

厚生労働省の労働災害動向調査による総合工事業の度数率：１．２５ （Ｈ２５年度実績）

福島第一 作業災害発生状況（熱中症除く）：Ｈ２５－Ｈ２６年度
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H25年度末より
増加の傾向有り

増加割合：
約４５人/月

増加割合：
約２８０人/月

増加割合：
約1.2人/月

増加割合：
約５人/月
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

 
作業時一人ＫＹ実施：６月から実施中


 

動作前に一呼吸置き、危険回避を容易にさせる


 

動作前に危険が無いかを自問自答する習慣付け


 

無意識行動の防止


 

「自分の身は自分で護る」ことの意識付け


 

作業前に作業全員で実施するＴＢＭ－ＫＹの補完


 

一人ＫＹの実施を支援するため、「一人ＫＹ支援シー

 ト」を作成し、常に確認ができるようにカバーオールの

 腕に貼る工夫を実施

２．今年度実施してきた作業安全への取り組み（１／２）



 
元請企業の安全朝礼への参加：６月から実施中


 

当社管理職が、元請各社（３２社）の朝礼に参加


 

最近の災害事例の紹介により類似災害の防止


 

「一人ＫＹ」や「作業後ＴＢＭ」の重要性を説明

Ｈ２６年度の災害発生件数は、Ｈ２５年度に比べ増加傾向にあることから、従来から実

 施している安全推進協議会の開催や安全パトロールの実施等に加え、以下の取り組

 みを追加で実施。

一人ＫＹの実施（支援シート）

元請企業の朝礼へ参加



4２．今年度実施してきた作業安全への取り組み（２／２）



 
カバーオール（つなぎの作業着）へ企業名ステッ

 カーの貼り付け：７月から実施


 

コミュニケーションの改善


 

自らの所属企業を明確にすることにより、自らの

 企業の社会的責任意識を高める

② ⑩ ⑪

①

⑫

⑬

③

⑧

⑥ ⑦④ ⑤

⑨ ⑭

② ⑩ ⑪

①

⑫

⑬

③

⑧

⑥ ⑦④ ⑤

⑨ ⑭



 
構内エリアキーパー制：５月から実施


 

構内のエリア毎に副所長・部長等からエリアキー

 パーを配置し各エリアの管理状況をパトロール等

 により確認


 

主な確認事項
・仮置き表示、電源盤・分電盤の施錠状況
・危険箇所、不安全行為等
・不要可燃物、危険物の有無

企業名ステッカーの貼り付け状況

エリアの管理

 状況確認

エリア図
（１４エリア）



5３．至近の重大な災害及び対応状況と課題

当社では、重大な災害の発生が福島第一だけでなく、東京電力管内においても続けて発生して

 いる状況を重く受け止め、社長自らが陣頭指揮を執って関係者との意見交換を行う全社安全集

 会をＨ２６年１２月１７日に急きょ開催し、全社をあげて安全意識の高揚に努めている。

＊ＲＣＡ：Root cause analysis（

 

根本原因解析）

発生日時 災害内容 事象分類 再発防止策および実施状況

平成26年9月30日
新事務棟高圧受電盤内のケー

 
ブル端末作業における感電災害

感電

・福島第一電気業務運営手引きの文書化（実施済）
・福島第一版作業管理マニュアルの改訂（H27.1予定）
・高圧受変電設備に逆圧充電注意表示板取付

（H26.12予定）
・元請工事担当者立会による検電の徹底

（実施済）

平成26年11月7日
Ｊ２エリア・タンク旋回梯子レール

 
落下災害

飛来落下

・手順の見直し→手順の施工要領書への反映済
・作業エリアの調整→主管グループとエリア内作業各社

 
で作業間調整表で調整継続実施
・背後要因を探るためのＲＣＡ(*)を実施中（ H27.1予定）

災害の発生増加に歯止めをかけるべく、これまで様々な対策を講じていたが、その後

 も災害の発生が続き、更に以下のような重大な災害を発生させてしまった。

これらの災害により、発注者が担うべき以下の問題が当社にもあることを認識

現場が安全な状態であることの作業前確認が十分に出来ていない

現場エリア調整・管理が十分に出来ていない

抽出された課題



6

これまでも様々な取組を実施しているにも係わらず災害が一向に減少しないこと

 から、課題を解決すべく以下の活動を重点活動として実施する。

 重点活動

 
：

 
７月から毎月１回

 
安全管理指導会を実施

（10月からはＨ２６年度下期安全活動開始）

当社では、元請企業と共に当社自身も改善していくため、社外の専門家のアドバイスを

得ながら、安全に対する取り組み方法や安全意識の改善を図る活動を実施。

当社発電所長が、所長の期待事項として「福島第一

 

人身災害ゼロ」の達成を宣言。

当社及び元請企業は、災害発生原因の３原因分析（人、物、管理）により深掘りを実施し、

災害撲滅に向けた安全活動計画書を作成して重点施策を実施中

４．災害撲滅に向けた重点活動（現在実施中）（１／２）

安全管理指導会 作業現場での安全管理指導元請企業によるプレゼン



7４．災害撲滅に向けた重点活動（現在実施中） （２／２）

主管部長、元請所長による現場危険箇所を指摘し是正を実施中
（実績Ｈ２６年１１月現在：現場指摘数

 

１，８４７件、是正数

 

１３７２件）

指導会へ参加の当社設備関連部長及び元請各社所長の安全意識向上

【２．３号Ａ】 【是正処置等】
山留材が出ておりひっかかる可能性がある 明示のﾊﾞﾘｹｰﾄﾞを設置しました

⇒

操作盤の前に材料あり 材料を片付ました

【１．２号開削ダクト】 【是正処置等】

⇒



8５．まとめ（重点活動の継続実施）


 

今年度は、多くの作業災害が発生した。その要因の一つは作業量

 の増加に伴う作業員の増加であると考えられるが、作業災害の発

 生そのものを無くすことが重要と捉え対策を講じている。


 

しかし、これまでも様々な安全対策を講じてきたが、十分な成果が

 得られず、その後も作業災害の発生が続き、更に重大な災害が発

 生した。


 

この状況から、発注者である東電が担うべき問題があることの認

 識を深め、元請企業と共に当社自身も改善していくための活動を

 開始した。


 

福島第一では、この活動を作業災害の撲滅のための重点活動と

 捉え、今後も継続的に実施することにより、作業災害の撲滅を図る。




